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〇土地及び家屋評価基準 昭和26年度基準【部分掲載】 (№② 昭和26年6月25日通達第1093号一部改正)

昭和26年4月18日 地方財政委員会通達第 844号・制 定 (旧№①）
昭和26年6月25日 地方財政委員会通達第1093号・一部改正 (旧№②）

目次(不明)

第一章 通 則 (略)

第二章 土 地 (略)
第一節 宅 地 (略)
第二節 山林及び原野 (略)
第三節 牧 場 (略)
第四節 池 沼 (略)
第五節 鉱泉地 (略)
第六節 雑種地 (略)
第七節 農 地 (略)

第三章 家 屋 (本章新設:昭26.06通達1093号)

第一節 木造家屋 (一部改正:昭26.06通達1093号)

四十 木造家屋（下本節において「家屋」という）については、標準家屋を設定し、当該家屋の標準再建築価
額を求め、当該標準再建築価額に比準して個々の家屋の再建築価額を求め、これに損耗度、利用価値等を考
慮して、評価額を算する。 (一部改正:昭26.06通達1093号)

四十一 各市町村ごとに構造、用途、再建築価額坪当り単価の等級に応じ、努めて左記の条件を充足する標準
家屋を設定する。
(1) 賃貸価額が附近の類似家屋の賃貸価格と均衡がとれているもの
(2) 建築事情、位置、構造その他において標準的であるもの

四十二 坪当標準再建築価額を求めるに当っては、次の方法によるものとする。
(1) 家屋の構造用途別に坪当材料費労賃基準単価表を作成する。この場合において、地方別差異を考慮する
ため、おおむね、県単位に作成することが適当であるが、これが作成に当っては別表九の東京都における
工事再建築価額坪当単価基準表等を参照するものとする。

(2) 標準家屋について(1)の単価表、建築仕様書その他の参考資料を参照し、且つ、努めて建築専門家の立
会を求め、坪当標準再建築価額を確定する。

四十三 個々の家屋については、外形及び主要部分の材質等を前項の単価表を参照して、坪当再建築価額を算
出する。

四十四
(1) 家屋の建築後の減価考慮は、当該家屋の損耗度に応じ別表十に定める基準によって行うものとする。
(2) 左の各号について家屋の利用価値の良否を判断し、一割程度の増減価考慮をするものとする。
(ｲ) 位 置
(ﾛ) 間 取
(ﾊ) 通 風
(ﾆ) 採 光
(ﾎ) 居間又は使用上の便不便
なお、居住又は使用上の便不便については、おおむね、別表十一を参考として判定することが適当である。

(3) その他左の各号に該当するものについては、それぞれ適宜減価考慮を加えるものとする。
(ｲ) 天災等特別の事由による損壊
(ﾛ) 戦時中に建てられた建物その他特別の事情によって建てられた建物で、当初の建築目的に供すること
ができなくなっているもの

(ﾊ) 過剰遊休等未利用状態にある建物

第二節 木造以外の家屋 (本節追加:昭26.06通達1093号)

四十五 木造以外の家屋（以下本節において「家屋」という）の評価額は、当該家屋の再建築価額を求め、こ
れに時の経過による減価、利用価値による増減価及び特殊事情による減価率を考慮して算出する。
この評価方法を算式をもって示せば次のとおりである。 (本項追加:昭26.06通達1093号)

評価額＝再建築価額×（１－時の経過による減価率×家屋年齢）×（１－利用価値による減価率－特殊
事情による減点率）

四十六 再建築価額を求めるに当っては、次の方法によるものとする。 (本項追加:昭26.06通達1093号)

(1) 家屋の建築価額坪当単価基準表を作成する。この場合において地方別の差異を考慮するため、すくなく
とも、県単位に作成すること

(2) 建築価額坪当単価基準表には、建築材料価格基準、建築管理基準、職種別労務賃金基準及び運搬費基準
を明らかにすること。

(3) 個々の家屋について、(1) の建築価額坪当単価基準表、その家屋の建築仕様書その他の参考資料を参照
して、再建築価額積算見積書を作成して再建築価額を算出するものとする。

(4) 以上の方法によっては、再建築価額を求めることが困難な家屋については、その家屋の建築価額に建築
費倍数表（別表十二）の倍数を乗じて算定するものとする。

(5) 個々の家屋の評価に当っては、必要に応じて構造用途別に標準家屋を設定し、その家屋の再建築価額に
比準して個々の家屋の再建築価額を算出することができるものとする。
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四十七 再建築価額を求めるに当っては、償却資産に類するものにあってはこれを別途評価するものとする。
(本項追加:昭26.06通達1093号)

四十八 (本項追加:昭26.06通達1093号)

(1) 家屋の建築後の経過による減価額は、家屋年令に、構造用途別に応じて定められた減価率(別表十三)を
乗じて求めるものとする。

(2) 左の各号について個々の家屋の利用価値の良否を判断し､再建築価額から(1)による減価額を控除した額
の一割程度の増減価考慮とするものとする。
(ｲ) 位置
(ﾛ) 家屋（主として事業の用に供せられている家屋）自体の形式の適否の使用者の利益に及ぼす影響
(ﾊ) 家屋（主として居住の用に供せられている家屋）の間取、通風、採光等の状況

(3) 左の各号に該当するものについては、それぞれ道適宜減価考慮を加えるものとする。
(ｲ) 天災、戦災等突発的な特別の事申によって損壊を来たしているもの
(ﾛ) その家屋の建設過程における瑕庇に基因し、維持管理上特別の支障がみられるもの
(ﾊ) 過剰遊休未利用の状態にあるもの

別表一 土地価額等級表(不明)
別表二 勧銀市街地指数(不明)
別表三 勧銀市街地指数(不明)
別表四 勧銀市街地指数(不明)
別表五 温泉地指数 (不明)

別表九 東京都における工事再建築価額坪当単価基準表(不明)
別表十 家屋損耗減価考慮基準(不明)
別表十一 居住又は使用上の便不便判定表(不明)
別表十二 建築費倍数表(不明)(本表追加:昭26.06通達1093号)
別表十三 構造用途別減価率表(不明) (本表追加:昭26.06通達1093号)

参考：改正趣旨・通達

〇｢土地及び家屋評価基準｣の一部改正について
(昭和26年6月25日地財委税第1093号 各都道府県知事宛地方財政委員会事務局長)

標記について、さきに昭和二十六年四月十八日付地財委税第八四四号をもって「土地及び家屋評価基準」を示達したところであ
るが、このたびその一部を改正し別添のとおり送付するから、至急管下市町村に示達の上、その運営について、左記事項に留意の
上御指導願いたい。

記

一 このたびの一部改正は、木造以外の家屋の評価基準を補足するためのものであること。
二 第四十六項(2)の建築材料価格基準、建設管理費基準、職種別労務賃銀基準及び運搬費基準について東京都において作成したも
の並びに同項(3)の再建築価額積算見積書の様式を参考資料として、追って送付するものであること。

三 家屋と償却資産との区別、家屋の建築後において増改築された場合の評価要領及びその他必要な事項は、別途通達をもって示
すものであること。

土地及び家屋評価基準（昭和二十六年地財委税第八四四号）の一部を次のように改正する。
「第八節 家屋」を「第三章 家屋、第一節 木造家屋」に、同節第四十項中「家屋については、」を「木造家屋（下本節において

「家屋」という）については、」に改め、同章に次の一節を加える。
第二節木造以外の家屋

四十五 木造以外の家屋（以下本節において「家屋」という）の評価額は、当該家屋の再建築価額を求め、これに時の経過による
減価、利用価値による増減価及び特殊事情による減価率を考慮して算出する。
この評価方法を算式をもって示せば次のとおりである。
評価額＝再建築価額×（１－時の経過による減価率×家屋年齢）×（１－利用価値による減価率－特殊事情による減点率）

四十六 再建築価額を求めるに当っては、次の方法によるものとする。
(1) 家屋の建築価額坪当単価基準表を作成する。この場合において地方別の差異を考慮するため、すくなくとも、県単位に作成
すること

(2) 建築価額坪当単価基準表には、建築材料価格基準、建築管理基準、職種別労務賃金基準及び運搬費基準を明らかにすること。
(3) 個々の家屋について、(1)の建築価額坪当単価基準表、その家屋の建築仕様書その他の参考資料を参照して、再建築価額積
算見積書を作成して再建築価額を算出するものとする。

(4) 以上の方法によっては、再建築価額を求めることが困難な家屋については、その家屋の建築価額に建築費倍数表（別表十二）
の倍数を乗じて算定するものとする。

(5) 個々の家屋の評価に当っては、必要に応じて構造用途別に標準家屋を設定し､その家屋の再建築価額に比準して個々の家屋
の再建築価額を算出することができるものとする。

四十七 再建築価額を求めるに当っては、償却資産に類するものにあってはこれを別途評価するものとする。
四十八
(1) 家屋の建築後の経過による減価額は、家屋年令に、構造用途別に応じて定められた減価率（別表十三)を乗じて求めるもの
とする。

(2) 左の各号について個々の家屋の利用価値の良否を判断し、再建築価額から(1)による減価額を控除した額の一割程度の増減
価考慮とするものとする。
(ｲ) 位 置
(ﾛ) 家屋（主として事業の用に供せられている家屋）自体の形式の適否の使用者の利益に及ぼす影響
(ﾊ) 家屋（主として居住の用に供せられている家屋）の間取、通風、採光等の状況

(3) 左の各号に該当するものについては、それぞれ道宜減価考慮を加えるものとする。
(ｲ) 天災、戦災等突発的な特別の事申によって損壊を来たしているもの
(ﾛ) その家屋の建設過程における瑕庇に基因し、維持管理上特別の支障がみられるもの
(ﾊ) 過剰遊休未利用の状態にあるもの

別表十二 不明につき省略
別表十三 不明につき省略
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備考 旧評価基準 №②昭和26年6月25日通達第1093号一部改正・新旧対照表

№② 土地及び家屋評価基準(昭和26年6月25日通達第1093号一部改正) №① 土地及び家屋評価基準(昭和26年4月18日通達第844号制定)

目次(不明) 目次(不明)

第三章 家 屋 第八節 家 屋
第一節 木造家屋

四十 木造家屋（下本節において「家屋」という）については、 四十 家屋については、標準家屋を設定し、当該家屋の標準再建
標準家屋を設定し、当該家屋の標準再建築価額を求め、当該標 築価額を求め、当該標準再建築価額に比準して個々の家屋の再
準再建築価額に比準して個々の家屋の再建築価額を求め、これ 建築価額を求め、これに損耗度、利用価値等を考慮して、評価
に損耗度、利用価値等を考慮して、評価額を算する。 額を算する。

四十一 各市町村ごとに構造、用途、再建築価額坪当り単価の等 四十一 各市町村ごとに構造、用途、再建築価額坪当り単価の等
級に応じ、努めて左記の条件を充足する標準 家屋を設定する。 級に応じ、努めて左記の条件を充足する標準家屋を設定する。
(1) 賃貸価額が附近の類似家屋の賃貸価格と均衡がとれている (1) 賃貸価額が附近の類似家屋の賃貸価格と均衡がとれている
もの もの

(2) 建築事情、位置、構造その他において標準的であるもの (2) 建築事情、位置、構造その他において標準的であるもの
四十二 坪当標準再建築価額を求めるに当っては、次の方法によ 四十二 坪当標準再建築価額を求めるに当っては、次の方法によ
るものとする。 るものとする。
(1) 家屋の構造用途別に坪当材料費労賃基準単価表を作成する。 (1) 家屋の構造用途別に坪当材料費労賃基準単価表を作成する。
この場合において、地方別差異を考慮するため、おおむね、 この場合において、地方別差異を考慮するため、おおむね、
県単位に作成することが適当であるが、これが作成に当って 県単位に作成することが適当であるが、これが作成に当って
は別表九の東京都における工事再建築価額坪当単価基準表等 は別表九の東京都における工事再建築価額坪当単価基準表等
を参照するものとする。 を参照するものとする。

(2) 標準家屋について(1)の単価表､建築仕様書その他の参考資 (2) 標準家屋について(1)の単価表､建築仕様書その他の参考資
料を参照し、且つ、努めて建築専門家の立会を求め、坪当標 料を参照し、且つ、努めて建築専門家の立会を求め、坪当標
準再建築価額を確定する。 準再建築価額を確定する。

四十三 個々の家屋については、外形及び主要部分の材質等を前 四十三 個々の家屋については、外形及び主要部分の材質等を前
項の単価表を参照して、坪当再建築価額を算出する。 項の単価表を参照して、坪当再建築価額を算出する。

四十四 四十四
(1) 家屋の建築後の減価考慮は、当該家屋の損耗度に応じ別表 (1) 家屋の建築後の減価考慮は、当該家屋の損耗度に応じ別表
十に定める基準によって行うものとする。 十に定める基準によって行うものとする。

(2) 左の各号について家屋の利用価値の良否を判断し、一割程 (2) 左の各号について家屋の利用価値の良否を判断し、一割程
度の増減価考慮をするものとする。 度の増減価考慮をするものとする。
(ｲ) 位 置 (ｲ) 位 置
(ﾛ) 間 取 (ﾛ) 間 取
(ﾊ) 通 風 (ﾊ) 通 風
(ﾆ) 採 光 (ﾆ) 採 光
(ﾎ) 居間又は使用上の便不便 (ﾎ) 居間又は使用上の便不便

なお、居住又は使用上の便不便については、おおむね、別表十 なお、居住又は使用上の便不便については、おおむね、別表十
一を参考として判定することが適当である。 一を参考として判定することが適当である。
(3) その他左の各号に該当するものについては、それぞれ適宜 (3) その他左の各号に該当するものについては、それぞれ適宜
減価考慮を加えるものとする。 減価考慮を加えるものとする。
(ｲ) 天災等特別の事由による損壊 (ｲ) 天災等特別の事由による損壊
(ﾛ) 戦時中に建てられた建物その他特別の事情によって建て (ﾛ) 戦時中に建てられた建物その他特別の事情によって建て
られた建物で、当初の建築目的に供することができなくな られた建物で、当初の建築目的に供することができなくな
っているもの っているもの

(ﾊ) 過剰遊休等未利用状態にある建物 (ﾊ) 過剰遊休等未利用状態にある建物

第二節 木造以外の家屋
四十五 木造以外の家屋（以下本節において「家屋」という）の
評価額は、当該家屋の再建築価額を求め、これに時の経過によ
る減価、利用価値による増減価及び特殊事情による減価率を考
慮して算出する。
この評価方法を算式をもって示せば次のとおりである。
評価額＝再建築価額×（１－時の経過による減価率×家屋年
齢）×（１－利用価値による減価率－特殊事情による減点率）

四十六 再建築価額を求めるに当っては、次の方法によるものと
する。
(1) 家屋の建築価額坪当単価基準表を作成する。この場合にお
いて地方別の差異を考慮するため、すくなくとも、県単位に
作成すること

(2) 建築価額坪当単価基準表には、建築材料価格基準、建築管
理基準、職種別労務賃金基準及び運搬費基準を明らかにする
こと。

(3) 個々の家屋について、(1) の建築価額坪当単価基準表、そ
の家屋の建築仕様書その他の参考資料を参照して、再建築価
額積算見積書を作成して再建築価額を算出するものとする。

(4) 以上の方法によっては、再建築価額を求めることが困難な
家屋については、その家屋の建築価額に建築費倍数表（別表
十二）の倍数を乗じて算定するものとする。

(5) 個々の家屋の評価に当っては、必要に応じて構造用途別に
標準家屋を設定し、その家屋の再建築価額に比準して個々の
家屋の再建築価額を算出することができるものとする。

四十七 再建築価額を求めるに当っては、償却資産に類するもの
にあってはこれを別途評価するものとする。

四十八
(1) 家屋の建築後の経過による減価額は、家屋年令に、構造用
途別に応じて定められた減価率(別表十三)を乗じて求めるも
のとする。

(2) 左の各号について個々の家屋の利用価値の良否を判断し､再
建築価額から(1)による減価額を控除した額の一割程度の増減
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価考慮とするものとする。
(ｲ) 位置
(ﾛ) 家屋（主として事業の用に供せられている家屋）自体
の形式の適否の使用者の利益に及ぼす影響

(ﾊ) 家屋（主として居住の用に供せられている家屋）の間
取、通風、採光等の状況

(3) 左の各号に該当するものについては、それぞれ道適宜減価
考慮を加えるものとする。
(ｲ) 天災、戦災等突発的な特別の事申によって損壊を来た
しているもの

(ﾛ) その家屋の建設過程における瑕庇に基因し、維持管理
上特別の支障がみられるもの

(ﾊ) 過剰遊休未利用の状態にあるもの

別表一 土地価額等級表(不明) 別表一 土地価額等級表(不明)
別表二 勧銀市街地指数(不明) 別表二 勧銀市街地指数(不明)
別表三 勧銀市街地指数(不明) 別表三 勧銀市街地指数(不明)
別表四 勧銀市街地指数(不明) 別表四 勧銀市街地指数(不明)
別表五 温泉地指数 (不明) 別表五 温泉地指数 (不明)

別表九 東京都における工事再建築価額坪当単価基準表(不明) 別表九 東京都における工事再建築価額坪当単価基準表(不明)
別表十 家屋損耗減価考慮基準(不明) 別表十 家屋損耗減価考慮基準(不明)
別表十一 居住又は使用上の便不便判定表(不明) 別表十一居住又は使用上の便不便判定表(不明)
別表十二 建築費倍数表(不明)
別表十三 構造用途別減価率表(不明)


